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協会けんぽの都道府県単位保険料率の設定のイメージ

全国一本の保険料率
（平成20年9月まで）

都道府県単位保険料率（平成20年10月から）：年齢構成が高く、所得水準の低いA県の例
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年齢調整・所得調整の
結果、都道府県ごとの
保険料率は、医療費の
地域差を反映した保険
料率となる。

Ａ県

（※）災害等特殊事情についても、適切な調整を行う。

○ 都道府県単位保険料率では、年齢構成の高い県ほど医療費が高く、保険料率が高くなる。また、所得水準の低い県ほ
ど、同じ医療費でも保険料率が高くなる。このため、都道府県間で次のような年齢調整・所得調整を行う。
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〇医療給付費実績そのものの上昇下落にかかわ
らず、令和２年度の医療給付費実績の前年度比

が、全国平均と比べて高ければ（低ければ）、
令和４年度の都道府県単位保険料率は、上昇
（下落）する傾向にある。

〇島根支部や佐賀支部は令和２年度医療給付費
実績の前年度比が全国平均と比べて高く、石川
支部や神奈川支部は令和２年度医療給付費実
績の前年度比が全国平均と比べて低い。
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保険者努力重点支援プロジェクトの実施について
（都道府県単位保険料率の差の縮小に向けた取組）

１．実施目的

● 令和４年度都道府県単位保険料率については、最大と最小の支部間で1.49％ポイントの差が生じており、令和３年度（同

1.18％ポイント）と比較して差が拡大している状況。この点については、令和４年１月27日開催の第115回運営委員会にお

いて、複数の運営委員より差の拡大を懸念する趣旨の意見が出され、協会としても同様の問題認識を有している旨発言した

ところである。

● このため、都道府県単位保険料率が高い水準で推移している北海道、徳島、佐賀支部（以下「３支部」という。）を対象

に、３支部の保険料率上昇の抑制が期待できる事業の実施に向けて「保険者努力重点支援プロジェクト」を開始する。

２．検討・実施事項

● 保険料率上昇の抑制が期待できる事業の実施に向けたPDCAサイクル（「医療・健診等データを用いた医療費格差等の要

因分析（課題を抽出）」⇒「その結果を踏まえた効果的な事業企画及び事業実施」⇒「事業実施による効果測定」⇒「その

結果を踏まえた事業等の改善」）について、本部と３支部が連携し検討・実施する。

● なお、医療費格差等の要因分析やその結果を踏まえた事業企画等については、医療・公衆衛生・健康づくり等に精通され

た外部有識者（３支部の地域医療に精通された外部有識者を含む）の助言を得ながら実施するとともに、地方自治体や国保

連等との連携強化（地域の特性を踏まえた事業等を実施する）に向けた取組も実施していく。

３．検討・実施スケジュール

● 令和４年度下期に医療・健診等データを用いた医療費格差等の要因分析（課題の抽出）を開始し、令和５年度下期を目途

に当該要因分析結果を踏まえた効果的な事業企画、令和６年度中を目途に３支部の保険料率上昇の抑制が期待できる事業の

実施を予定。

４．参考

● 本部・支部の更なる連携強化を図るべく、令和４年度より全支部を対象として「本部・支部の連携強化の方策」（令和４

年３月24日開催第116回全国健康保険協会運営委員会資料3-1参照）を実施しているところであるが、本プロジェクトは連

携強化策の一環として、モデル事業の性格も有している（本プロジェクトを通じて蓄積したノウハウを全支部に横展開）。
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